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2はじめに

◼ 第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）にて示された、応札不足に対する対応策の基本的考え方の
一つである制度的な供出義務化（以下、「制度的措置」という。）について、これまで検討を進めてきたところ。

◼ 第53回本小委員会（2025年1月24日）においては、制度的措置に関する具体的な論点について詳細検討を
実施し、検討結果に関するご議論の中で、補足的に検討が必要な点についてご示唆をいただいた。

◼ 上記を踏まえ、今回、制度的措置に関する補足検討を行った※ため、ご議論いただきたい。

※ 制度的措置の実施要否に係る検討ではない点に留意。



3（参考） 需給調整市場における検討課題

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）参考資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html


4（参考） 対応策の基本的考え方（第92回制度検討作業部会）

出所）第92回制度検討作業部会（2024年5月10日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/092_04_00.pdf
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7前回議論の振り返り

◼ 第53回本小委員会において、制度的措置の個別論点（制度的措置の対象、求める具体的行動、開始時期）
について詳細検討を実施し、一定の方向性をお示ししたところ。

◼ 個別論点の方向性についてご議論いただく中で、委員・オブザーバーから以下のご意見を頂いた。

➢ 考え方Ⅰ・Ⅱに該当する誘導的措置については、網羅的な実施が重要である（委員）

➢ 将来の応札量についてはある程度予想がついた上で、対策の検討ができるのではないか（オブザーバー）

➢ システム改修等費用については、回収できない可能性がある（オブザーバー）

◼ 頂いたご意見が示唆する論点は以下のとおりと考えられることから、次章において各論点の検討を行う。

➢ 考え方Ⅰ・Ⅱに該当する誘導的措置については、網羅的な実施が重要である（委員）

⇒考え方Ⅰ・Ⅱに該当する誘導的措置について、検討漏れがないか確認が必要か
（論点１：誘導的措置の検討漏れ確認）

➢ 将来の応札量についてはある程度予想がついた上で、対策の検討ができるのではないか（オブザーバー）

⇒考え方Ⅰに該当する誘導的措置導入後の将来シナリオについて検討を深める必要があるか
（論点２：将来シナリオ想定）

➢ システム改修等費用については、回収できない可能性がある（オブザーバー）

⇒システム改修等費用の回収可否について検討する必要があるか
（論点３：システム改修等費用の回収可否）



8（参考） 第53回需給調整市場検討小委員会における議論概要

◼ 樋野委員

➢ （前略）改めて進んでいく中で、非合理的な金銭的損失に関して、機会損失的なところも含め、どのようなもの
があるのかしっかり声を聞いた上で、非合理的な損失が生ずるような制度的措置は避けなければならないので、
そこは検討漏れがないようにしっかりやっていかなければならないと強く感じる。

◼ 大森オブザーバー

➢ （前略）調整力を持つ電源というのは、ある程度限られており、応札量が募集量を上回るかどうかについては、
制度的措置を導入する前の段階でもある程度、推計できるのではないかと考える。仮に制度的措置を導入する
のであれば、導入前にこの上限価格の引き上げや撤廃、価格規律上の一定額の引き上げについて、まだ時間も
あるので国とも連携し検討を行っていただき、制度的措置を行う場合の全体のロードマップを議論していただけれ
ば良いのかと考える。その際に既存だけではなく、新規の事業者や電源が積極的に参加したくなるような魅力の
ある需給調整市場の構築という視点も気にしながら、取り入れていただければ有難い。（後略）

◼ 小林オブザーバー

➢ （前略）危惧しているところが一点あり、今回の強制的な措置になると、当然、当時の事業計画よりも多くの
応札に対応するということに結果としてなり、その際には、体制の整備や準備に時間がかかるシステム・ツールに
関する追加コストが発生することになろうかと捉えている。コストを回収できないというのは、いわゆる我々にとっては
非合理な損失ということになる。（中略）そういったところを是非、今後も引き続きご検討をいただけると有難い。



9（参考） 誘導的措置の考え方について

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html
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11論点１：誘導的措置の検討漏れ確認（１／３）

◼ 第53回本小委員会におけるご議論の中で、以下の誘導的措置の考え方のうち、「考え方Ⅰ・Ⅱに該当する誘導的
措置については網羅的な実施が重要」といった旨のご意見を頂いたところ。

➢ 考え方Ⅰ：制度的措置導入有無によらず、応札行動促進（事業者リスク低減）のため先行して実施する誘導的措置

➢ 考え方Ⅱ：制度的措置導入による状況変化（新たな事業者リスク顕在）を踏まえ、同時実施を目指す誘導的措置

➢ 考え方Ⅲ：制度的措置導入による効果（応札量＞募集量 ）を確認した後※に、改めて実施の検討を行う誘導的措置

◼ 頂いたご意見は、以下の制度的措置に関する基本的な考え方とも合致していることから、検討が漏れている誘導的
措置がないか改めて確認を行った。

➢ 社会コストが過大とならない範囲で、誘導的措置の検討・議論をさらに加速※させた上で、最大限事業者に
配慮した設計とする（誘導的措置の状況によって、制度的措置の強度は変わり得る）
※ 事業者の技術的・金銭的な応札リスク低減に繋がる施策を、迅速かつ網羅的に整理することを指す

※ あるいは、各種誘導的措置等により需給調整市場が競争環境下（応札量＞募集量）であることを確認した後

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html


12論点１：誘導的措置の検討漏れ確認（２／３）

◼ これまでの需給調整市場に係る各種検討経緯等を踏まえると、制度的措置に関する予備的検討・事業者アンケー
トの中で取り上げた項目については、第53回本小委員会でご報告したとおり方向性について整理済みであることから、
今回は、第47回本小委員会（2024年5月15日）においてご紹介した、以前の（2024年度の全商品取引
開始直後の）事業者アンケートで頂いた需給調整市場への応札障壁（下表）に対応する誘導的措置について、
検討漏れがないか確認を行った。

No. 応札障壁 概要

1
リソースが揚水発電所等であり、
調整力発動に係るリスクを回避するため

実需給断面まで調整力の発動量は不明であることから、想定より調整力が発動する／しないことに
より計画水位（SOC）とズレが生じることを回避するため、応札を控えるもの。
（第52、53回本小委員会でご紹介した「計画への影響懸念」と同様のもの）

2
天候等による河川制約があるため
（水力）

天候等の状況によって河川に制約が発生することにより、調整力の供出が困難となることを想定し、
応札を控えるもの。特に週間商品応札時点では実需給断面の精緻な天候予測は困難であること
から、より応札を控えることとなる。

3 BG下げ代不足を回避するため
再エネが想定より発電した際（上振れ時）、インバランスリスクを回避するため再エネ以外の電源の
出力を抑える（下げ調整）する必要があり、その下げ代を確保するため応札を控えるもの。特に週間
商品応札時点では取引以降の精緻な再エネ予測は困難であることから、より応札を控えることとなる。

4
リソースが揚水等であり、一次、二次①に
関し並列必須要件ネックがあるため

並列要件が必須な週間商品（一次・二次①）に応札した場合、一週間後の需給状況次第では
経済合理的な運用が困難となる可能性を勘案し、応札を控えるもの。

5
卸電力市場と比較してインセンティブと
ペナルティのバランスが悪いため

需給調整市場には卸電力市場にはないアセスメント・ペナルティが設定されているため、
敢えて需給調整市場に応札するインセンティブは小さいと考え、応札を控えるもの。

6
複数ユニット持ち下げ供出はインセンティブ
がない（リスクがある）ため

複数ユニット持ち下げ供出を行った場合、持ち下げユニットは少量約定になる可能性が高く、その場合
アセスメント許容範囲が狭いため、応札リスクが高くなる。加えて、持ち下げ供出に伴う精算の煩雑さも
ある。当該リスクを勘案すると、持ち下げ供出のインセンティブがないと考え、応札を控えるもの。
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◼ 第53回本小委員会で整理した対応の方向性ならびに検討ステータスについては以下のとおり。

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

（参考） 制度的措置に関する事業者リスクに係る検討状況

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html
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◼ 第47回本小委員会でご紹介した応札障壁（2024年度の全商品取引開始直後）は以下のとおり。

出所）第47回需給調整市場検討小委員会（2024年5月15日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html

（参考） 全商品取引開始直後に整理した応札障壁

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_47_haifu.html


15論点１：誘導的措置の検討漏れ確認（３／３）

◼ 事業者からご意見頂いた応札障壁に対応する誘導的措置に関する検討状況を確認したところ、考え方Ⅰ・Ⅱに
該当する誘導的措置については、下表のとおり対応済みであることを確認した。

◼ なお、今後新たに、事業者の技術的・金銭的な応札リスクが明らかとなった場合は、制度的措置に関する基本的な
考え方に則り、迅速に検討を進めることとする。

No. 応札障壁 誘導的措置と区分 対応の方向性 検討状況等

1
リソースが揚水発電所等
であり、調整力発動に係る
リスクを回避するため

a. BGの調整力発動に係るリスクを解消する
（考え方Ⅰ）

b. 調整力発動に係るリスクが生じないような
応札指針を提示（考え方Ⅱ）

a. TSOとの随意契約による揚水
運用権の貸与

b. 揚水等運用の在り方、余力の
基本的な考え方について提示

a. 運用開始済み（第94回制度検討
作業部会）

b. 提示済み（第53回本小委員会）

2
天候等による河川制約が
あるため（水力）

a. 天候等による河川制約を受けるリスク自体
を低減する（考え方Ⅰ）

b. 不可避的な河川制約は入札制約とする
（考え方Ⅱ）

a. 週間商品の前日取引化
b. 河川制約等を含め、制度的

措置にて認めうる入札制約の
考え方について整理

a. 2026年度に実施予定（第83回
制度検討作業部会）

b. 制度的措置までに入札制約を精査
予定（第53回本小委員会）

3
BG下げ代不足を
回避するため

a. FIT再通知（計画配分）までの下げ代
不足リスクを低減する（考え方Ⅰ）

b. 約定ユニット解列の許容（考え方Ⅰ）

a. 週間商品の前日取引化
b. エリア上げ代が十分にある場合、

約定ユニットの解列を許容

a. 2026年度に実施予定（第83回
制度検討作業部会）

b. 許容済み（第40回本小委員会）

4
リソースが揚水等であり、
一次、二次①に関し並列
必須要件ネックがあるため

a. 事業者の経済合理的行動を阻害しない
よう並列要件を緩和（考え方Ⅰ）

a. 並列要件を緩和した揚水の
応札拡大方策の実施

a. 必要な規程類の整理が完了し次第
開始（第48回本小委員会、第94
回制度検討作業部会）

5
卸市場と比較して
インセンティブとペナルティの
バランスが悪いため

a. 卸市場と同等以上のペナルティ設計とする
（考え方Ⅰ）

b. ペナルティに見合ったインセンティブ設計と
する（考え方Ⅲ）

a. 安定供給に支障のない範囲で
ペナルティを最大限緩和

b. 価格規律の変更等

a. アセスメントⅡの強度を最大限緩和
済み（第36回本小委員会）

b. ー（競争環境を確認後に検討）

6
複数ユニット持ち下げ供出
はインセンティブがない
（リスクがある）ため

a. 複数ユニットの持ち下げ供出に伴うリスクを
低減（考え方Ⅰ）

b. 事後精算の煩雑さを低減（考え方Ⅰ）

a. 少量約定時のアセスメントⅡ
許容範囲を緩和

b. 事後精算の煩雑さを解消する
ような価格規律に変更

a. 2026年度に実施予定（第52回
本小委員会）

b. 価格規律を変更予定（第3回制度
設計・監視専門会合）



16（参考） 応札障壁No.１（調整力発動に係るリスク回避）について（１／２）

◼ 応札障壁No.1（リソースが揚水発電所等であり、調整力発動に係るリスクを回避するため）は、実需給断面まで
調整力の発動量は不明であることから、想定より調整力が発動する／しないことにより、揚水等のリソースにおける
計画水位（計画SOC）と実水位（実SOC）ズレが生じる障壁を指す。

◼ 本応札障壁に対する具体的な誘導的措置の一つとしては、TSOとの随意契約による揚水運用権貸与が考えられ、
第95回制度検討作業部会において募集量削減の考え方等について整理され、一部エリア（中部エリア）では
既に、随意調達を実施しているところ。

出所）第95回制度検討作業部会（2024年7月23日）資料4
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/095_04_00.pdf

出所）第94回制度検討作業部会（2024年6月28日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/094_03_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/095_04_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/094_03_00.pdf


17（参考） 応札障壁No.１（調整力発動に係るリスク回避）について（２／２）

◼ また、当該応札障壁に対応する誘導的措置としては、揚水等リソースにおける運用の特殊性等を考慮した上での、
在るべき運用や余力の考え方について示すことも考えられる。

◼ この点、第53回本小委員会において、事業者にとって非合理的な金銭的損失が生じない揚水等リソースの在るべき
運用や余力の考え方をお示ししたところ。

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html


18（参考） 応札障壁No.２（天候等による河川制約）について

◼ 応札障壁No.2（天候等による河川制約があるため（水力））は、天候等の状況によって河川に制約が発生し、
調整力の供出が困難となることを指す。

◼ 天候等による河川制約そのものを解消することは困難であるものの、制約の予見性を高めることは可能と考えられ、
具体的な誘導的措置の一つとしては、応札タイミングを実需給タイミングに近付ける、2026年度実施予定の週間
商品の前日取引への移行等が考えられる。

◼ 上記に加えて、不可避的に発生する河川制約は入札制約として認め得る等の制度的措置の考え方を整理した。

出所）第83回制度検討作業部会（2023年7月31日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/083_03_00.pdf

出所）第53回需給調整市場検討小委員会（2025年1月24日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/083_03_00.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_53_haifu.html


19（参考） 応札障壁No.３（BG下げ代不足を回避）について（１／２）

◼ 応札障壁No.3（BG下げ代不足を回避するため）は、週間取引（事業者による想定値）以降、FIT再通知
（計画配分）までに、再エネが想定より発電した際（上振れ時）、インバランスリスクを回避するため再エネ以外の
電源の出力を抑える（下げ調整）ためのBG下げ代を確保する必要があることを指す。

◼ この点、FIT再通知（計画配分）は前日取引前に実施される（その後の再エネ変動による同時同量達成は免除
される）ことから、本応札障壁に対する具体的な誘導的措置としては、応札タイミングを実需給タイミングに近付ける、
2026年度実施予定の週間商品の前日取引への移行等が考えられる。

出所）第46回需給調整市場検討小委員会（2024年3月26日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html

出所）第83回制度検討作業部会（2023年7月31日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/083_03_00.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/083_03_00.pdf


20（参考） 応札障壁No.３（BG下げ代不足を回避）について（２／２）

◼ また、第40回本小委員会においては、BG下げ代不足対応の一つとして、2024年度から「需給当日における約定
ユニットの解列」を許容する方向性で整理を行っているところ。

◼ 具体的には、一般送配電事業者がエリアの上げ代が十分あることを判断した場合にユニットの解列を許容するもので
あり、実需給断面に近付くにつれ調整力の発動の予見性が高まる三次②、二次②、三次①を対象商品としている。

出所）第40回需給調整市場検討小委員会（2023年6月29日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html


21（参考） 応札障壁No.４（並列要件ネック）について

◼ 応札障壁No.4（揚水等で一次、二次①に関し並列必須要件ネックがあるため）は、並列要件必須な週間商品
（一次・二次①）に応札した場合、一週間後の需給状況次第で経済合理的な運用が困難となることを指す。

◼ こちらについては、第48回本小委員会において、本応札障壁に対する具体的な誘導的措置として、一次・二次①
の並列要件自体の緩和余地（下記対応策）について検討を進め、第94回制度検討作業部会（2024年6月
28日）において、「必要な規程類の整理が完了し次第、本対応策を開始する」方向性で整理されたところ。

➢ 対応策①：調整力提供者（揚水発電）が最低出力等の供給力を準備できなかった場合、
TSOが代替ΔkWを確保することによって、調整力必要量を充足させる方法

➢ 対応策②：調整力提供者（揚水発電）が最低出力等の供給力を準備できたものの、運用できる状態
（並列状態）にできなかった場合、TSOが並列し調整力必要量を充足させる方法

出所）第94回制度検討作業部会（2024年6月28日）資料3をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/094_03_00.pdf

出所）第48回需給調整市場検討小委員会（2024年3月26日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_48_haifu.html

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/094_03_00.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html


22（参考） 応札障壁No.５（インセンティブ・ペナルティバランス）について

◼ 応札障壁No.５（卸市場と比較してインセンティブとペナルティのバランスが悪いため）は、需給調整市場は卸市場
にはないペナルティが設定されていることにも関わらず、リスクに見合った対価が得られないことを指す。

◼ この点、第36回本小委員会において、需給調整市場におけるペナルティを緩和する検討等を進め、アセスメントⅡ
不適合時のペナルティを1.5倍から1.0倍まで最大限緩和する方向で整理を行った。

◼ また、本応札障壁に対するその他の誘導的措置として、金銭的インセンティブを増加する方向性が考えられるものの、
足元の需給調整市場は競争環境下にないことを踏まえると、足元における即座の検討は難しいと考えられるところ。
（金銭的インセンティブを増加することで社会コストが過大となる可能性があり、考え方Ⅲに該当する）

出所）第36回需給調整市場検討小委員会（2023年3月2日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_36_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_36_haifu.html


23（参考） 応札障壁No.６（複数ユニットの持ち下げ供出インセンティブ）について（１／２）

◼ 応札障壁No.６（複数ユニット持ち下げ供出はインセンティブがない（リスクがある）ため）は、複数ユニット持ち下げ
供出を行った場合、持ち下げユニットは少量約定になる可能性が高く、その場合のアセスメント許容範囲が狭くなり、
応札リスクが高まることを指す。加えて、持ち下げ供出機が約定した場合の事後精算の煩雑さも応札障壁の一つ。

◼ 本応札障壁に対する具体的な誘導的措置の一つとしては、少量約定時のアセスメント許容範囲を緩和する方向性
が考えられるところ、第52回本小委員会にて検討を進め、一次あるいは二次①が含まれる商品を落札しており、かつ
定格の10.01%以下のΔkWで落札したリソースを対象に、アセスメント許容範囲を緩和をする方向で整理を行い、
2026年度当初の導入を目指して準備を進めているところ。

出所）第46回需給調整市場検討小委員会（2024年3月26日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html

出所）第52回需給調整市場検討小委員会（2024年12月5日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_46_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/2024_jukyuchousei_52_haifu.html


24（参考） 応札障壁No.６（複数ユニットの持ち下げ供出インセンティブ）について（２／２）

◼ また、持ち下げ供出機が約定した場合の事後精算が煩雑となる件については、第3回制度設計・監視専門会合
（2024年11月15日）にて検討・議論が行われ、「起動供出機及び持ち下げ供出機のΔkW単価から算出した
加重平均単価を全ユニットの入札単価とする」方向性で整理された。

◼ 上記の入札単価とした場合、基本的には起動供出機、持ち下げ供出機が全て約定するか全て不落となることとなる
ため、事後精算の煩雑さは一定程度解消する見込み。

出所）第3回制度設計・監視専門会合（2024年11月15日）資料6をもとに作成
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_systemsurveillance/pdf/003_06_00.pdf
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26論点２：将来シナリオ想定

◼ 第53回本小委員会におけるご議論の中で、「将来の応札量についてはある程度予想がついた上で、対策の検討が
できるのではないか」といった旨のご意見を頂いたところ。

◼ 頂いたご意見を踏まえ、これまで検討してきた誘導的措置の大宗が導入済みとなる予定である、2026年度時点に
おける複数シナリオ（以下、「将来シナリオ」という。）について、以下のSTEPで検討を行うこととする。

➢ STEP１：足元（2024年度）における状況整理

➢ STEP２：今後導入が予定されている主たる誘導的措置と期待される効果の整理

➢ STEP３：将来シナリオの検討

2024年4月 2025年4月 2026年4月誘導的措置 誘導的措置
現在

【STEP１】
足元（2024年度）
における状況整理

【STEP２】
今後導入が予定されている主たる

誘導的措置と期待される効果の整理 【STEP３】
将来シナリオの検討

＜将来シナリオに係る検討イメージ＞



27論点２：将来シナリオ想定（STEP１：足元の状況整理①）

◼ 将来シナリオに係る検討を深めるにあたり、まずは足元（2024年度）の状況整理（STEP１）から行った。

◼ 足元（2024年度）において、調整力設備量の観点からは、広域運用を考慮すれば、全エリア・全商品の調整力
必要量を充足していることが確認できている。

◼ 他方で、足元は需給調整市場への応札障壁が多数存在することから、需給調整市場においては応札不足となり、
調整力必要量に対して未達の状況が継続していると考えられる。

出所）第99回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年7月23日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_99_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2024/chousei_jukyu_99_haifu.html


28論点２：将来シナリオ想定（STEP１：足元の状況整理②）

◼ ここで、応札障壁がある状況であってもなお応札されている余力は、どういった種類の余力なのか検討を行った。

◼ 需給調整市場へ応札可能性がある余力の種類としては、以下3種類が考えられる一方、足元では起動費取り漏れ
リスクや持ち下げ供出に伴うペナルティリスク等が存在していることを踏まえると、起動供出余力ならびに持ち下げ余力
についてはそこまで応札されていないと想定されるため、主には”自然体余力”が応札されているものと考えられる。

➢ 自然体余力（BGバランス上、自然と生まれる余力）

➢ 起動供出余力（BGバランス確定後、停止電源を起動することにより生まれる余力）

➢ 持ち下げ余力（BGバランス確定後、起動済み電源を持ち下げることによって生まれる余力）

◼ なお、同じ自然体余力であっても、週間取引においては実需給までの間（約一週間）の需要変動リスク等対応分
を控除した自然体余力が供出されていると考えられ、これが前日取引の断面になると一定程度需要見通しが立って
いることから、需要変動リスク等対応分を含む自然体余力が供出されていると考えられる。

前日取引 実需給

自然体余力
（需要変動リスク等対応分以外）

持ち下げ余力

起動供出余力

スポット取引 時間前取引週間取引

＜現行の余力供出のイメージ＞

自然体余力
（需要変動リスク等対応分）

応札 応札

応札

自然体余力
（需要変動リスク等対応分以外）

持ち下げ余力

起動供出余力

自然体余力
（需要変動リスク等対応分）



29論点２：将来シナリオ想定（STEP２：誘導的措置と期待される効果）

◼ 次に、今後導入が予定されている主たる誘導的措置と期待される効果について整理（STEP２）を行った。

◼ 今後導入が予定されている誘導的措置ならびに期待される効果を年度毎に整理すると下表のとおりであり、各種類
の余力（自然体余力・起動供出余力・持ち下げ余力）における応札障壁を解消、あるいは低減する措置が予定
されているところ。

◼ そのため、これらの誘導的措置が全て有効に機能すれば、全種類の余力供出が促されることとなり、自然と需給調整
市場が競争環境下となることも期待できる。

年度 誘導的措置 期待される効果

2025年度

a. 前日商品ブロック時間の30分化
b. 起動費取り漏れ回避を目的とした

価格規律の見直し
c. 持ち下げ供出に伴う事後精算の煩雑性低減

を目的とした価格規律の見直し

a. 自然体余力の増加
b. 起動供出余力の増加

c. 持ち下げ余力の増加

2026年度

a. 週間商品ブロック時間の30分化
b. 週間商品の前日取引化

c. 少量約定時のアセスメント緩和

a. 自然体余力の増加
b. 一次～三次①、複合商品への応札増加

（相対的に、三次②応札減少が想定）
c. 持ち下げ余力の増加



30論点２：将来シナリオ想定（STEP３：将来の複数シナリオ検討）

◼ 前述までの整理を踏まえ、2026年度時点の将来シナリオについて検討（STEP３）を行った。

◼ 今後導入が予定されている誘導的措置が全て有効に機能すれば、需給調整市場が競争環境下となる可能性も
あり得る一方で、誘導的措置が殆ど機能せず、足元の状況とあまり変化がない可能性もあり得ることを踏まえると、
具体的な将来シナリオとしては以下の複数シナリオが考えられるか。

➢ 楽観シナリオ：誘導的措置が全て有効に機能し、応札量（合計）が増加し競争環境となる
（応札量＞募集量）

➢ 中間シナリオ：誘導的措置が一部機能し、応札量（合計）が増加するものの、競争環境までには至らない
（応札量＜募集量）

➢ 悲観シナリオ：誘導的措置が殆ど機能せず、応札量（合計）が変わらない
（その上で、一部の応札が週間商品に流れることで、むしろ三次②への応札量は減少）

◼ 現時点では上記のいずれのシナリオとなるか想定することは難しいものの、先行して取引を開始した三次②・三次①
の応札実績を踏まえ、2024年度まで応札不足対応に係る検討を進めてきたにも関わらず、2024年度の全商品
取引開始において深刻な応札不足となった過去実績等を踏まえると、2026年度時点において楽観シナリオのみを
想定することは難しい（むしろ部分的には悪化する悲観シナリオも有り得る）と考えられるところ。

◼ 上記に加え、以下2点より2027年度以降に劇的にシナリオが変化する可能性も低いと考えられる。

➢ 現時点で考えられる誘導的措置については全て対応済み

➢ 2027年度以降に導入を予定している抜本的な誘導的措置はない



31論点２：将来シナリオ想定（制度的措置の関係性）

◼ 最後に、前頁までの将来シナリオ想定と制度的措置の関係性について検討を行った。

◼ 制度的措置に関する基本的な考え方（以下）を踏まえると、前頁のいずれのシナリオを想定するかで制度的措置
の適切な強度は変わり得ると考えられる（悲観シナリオを想定する場合、制度的措置の強度は強めといった具合）。

➢ 社会コストが過大とならない範囲で、誘導的措置の検討・議論をさらに加速※させた上で、最大限事業者に
配慮した設計とする（誘導的措置の状況によって、制度的措置の強度は変わり得る）
※ 事業者の技術的・金銭的な応札リスク低減に繋がる施策を、迅速かつ網羅的に整理することを指す

◼ 言い換えれば、前頁のとおり2026年度時点において楽観シナリオのみを想定することが難しい（むしろ部分的には
悪化する悲観シナリオも有り得る）以上、技術的観点からは、2026年度に向けて何らかの形（強度）で制度的
措置導入検討を進めることが重要になってくると考えられる。

◼ 加えて、需給調整市場の応札不足対応に係る一般送配電事業者側のシステム改修（週間商品の前日取引化
等）の前提（システム改修のB／C評価の前提）は、「需給調整市場が競争環境となり、調整力の広域調達・
運用が可能な状況に移行すること」であったことを踏まえると、社会コスト低減の観点から、より競争環境となる確度が
高まる制度的措置について導入検討を進める方向性は整合的と考えられる。

◼ 更に、調整力提供者からは、「システム開発の意思決定は、制度上の取り扱いが決まらないと難しい」といったご意見
も頂いており、リードタイムを考慮した早めの方針立案が重要になるといった点も踏まえ、引き続き、国とも連携の上、
制度的措置の導入要否や紐づけルール、強度等について検討を進めていくこととしたい。



32（参考） 週間商品の前日取引化に係る便益評価

出所）第39回需給調整市場検討小委員会（2023年6月1日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_39_haifu.html

◼ 週間商品の前日取引化においては、これにより応札不足が解消し（需給調整市場が競争環境となり）、調整力の
広域調達の進展が図られることに伴う便益が、システム改修費用を上回ることから、2026年度に前日取引化実現
を目指す（これに要するシステム改修を実施する）方向性が合理的と考えたもの。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_39_haifu.html
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34論点３：システム改修等費用の回収可否（１／３）

◼ 最後に、「システム改修等費用については、回収できない可能性がある」といった旨のご意見を頂いたことを踏まえて、
制度的措置導入に伴いシステム改修等費用等が発生する場合におけるコスト回収可否について検討を行った。

◼ 需給調整市場への参入に伴いシステム改修等費用が発生する場合、現行の需給調整市場における価格規律を
踏まえると、電源種に応じて、基本的には以下のいずれかの方法で費用回収を試みることになると考えられる。

➢ A種電源の場合：ΔkW価格における一定額（0.33円）の中で回収

➢ B種電源の場合：ΔkW価格における一定額（監視等委員会と協議し決定）の中で回収

◼ 上記を踏まえると、仮に約定確率が事前想定通りであれば、確実にシステム改修等費用は回収可能であるといえる。

出所）第90回制度設計専門会合（2023年10月31日）資料7をもとに作成
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/090_07_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/090_07_00.pdf


35（参考） A種電源における一定額（0.33円）の算定について

◼ A種電源における一定額（0.33円/ΔkW・30分）は、過去の調整力公募時代であれば得られていたであろう、
マージン相当額を30分毎に換算したものである。

➢ マージン＝調整力公募約定単価（11,720円/kW・年）－ 容量市場約定単価（5,960円/kW・年）
＝ 5,760円/kW・年

出所）第89回制度設計専門会合（2023年9月29日）資料7をもとに作成
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/089_07_00.pdf

出所）第88回制度設計専門会合（2023年8月22日）資料3をもとに作成
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/088_03_00.pdf

https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/089_07_00.pdf
https://www.egc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/088_03_00.pdf


36論点３：システム改修等費用の回収可否（２／３）

システム改修等費用

電源群の規模

追加でΔkW価格に算入が必要な価格
（≒費用回収難易度）

大小

大 小

（以下、要素）

大
（難）

小
（易）

＜追加でΔkW価格に算入が必要な価格（≒費用回収難易度）のイメージ＞

※1 10億円規模のシステム改修に相当（過酷ケース）
※2 システム改修等費用を、電源群のΔkW供出規模で除した値を30分毎に換算した簡易試算（約定確率は50%を想定）

◼ 他方、実際には約定確率はΔkW価格に左右される（事前想定通りにいかない）ことから、システム改修等費用の
回収可否（回収難易度）は、追加でどの程度ΔkW価格に算入する必要があるかに依存すると考えられる。

◼ 追加でΔkW価格に算入する必要がある価格は、システム改修等費用と電源規模（ΔkWの供出規模）のバランス
によると考えられ、基本的にはシステム改修等費用が大きいほど、あるいは電源規模が小さいほど、追加でΔkW価格
に算入する価格は大きくなると考えられるところ。

◼ 例えば、比較的大規模な電源群（計50万kWのΔkW供出規模）であり、システム改修等費用が年経費1億円
必要と仮定した場合※1、費用回収するためには、追加でΔkW価格に0.02円/ΔkW・30分程度算入する必要が
あると考えられる※2ものの、ΔkW価格・約定確率に与える影響は限定的（0.33円/ΔkW・30分に収まる程度）
であり、システム改修等費用の回収は問題なく可能であると考えられる。

◼ 逆に、比較的小規模な電源群（数千kWのΔkW供出規模）であり、上記同程度のシステム改修等費用が必要と
仮定した場合、費用回収するためには、追加でΔkW価格に数円/ΔkW・30分以上算入する必要があると考えられ、
結果的に約定確率が低下し、システム改修等費用の回収が困難となるケースも考えられる。



37論点３：システム改修等費用の回収可否（３／３）

◼ 前述までの検討を踏まえると、以下の例に該当するような、制度的措置の導入に伴うシステム改修等費用の回収が
困難な電源群については事業者に非合理的な金銭的損失を与える可能性があることから、当該電源群については
制度的措置の対象外とする方向性が適切と考えられるがどうか。

➢ システム改修等費用の回収が困難な例

✓ システム改修等費用を算入後のΔkW価格が、ΔkW上限価格に抵触する場合

✓ システム改修等費用を算入後のΔkW価格が高く、恒常的に不落となる蓋然性が高い場合

◼ なお、制度的措置の対象外とする具体的な判断基準や判断方法等については、国とも連携の上、引き続き検討
することとしたい。
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39まとめ

◼ 第53回本小委員会における議論を踏まえ、制度的措置に関する補足検討を行った結果は以下のとおり。

➢ 論点１：誘導的措置の検討漏れ確認

✓ 第47回本小委員会においてご紹介した応札障壁に対応する誘導的措置のうち、考え方Ⅰ ・Ⅱに該当
する誘導的措置については対応済みであることを確認した。（今後新たに事業者の技術的・金銭的な
応札リスクが明らかとなった場合は、制度的措置に関する基本的な考え方に則り迅速に検討を進める）

➢ 論点２：将来シナリオ想定

✓ 足元の状況ならびに今後導入が想定されている誘導的措置により期待される効果等踏まえ、将来シナリオ
（楽観・中間・悲観シナリオ）について想定を実施した。

✓ また、将来シナリオと制度的措置との関係性について検討を行い、以下2点の示唆を得た。

• 過去実績等を踏まえると、2026年度時点にて楽観シナリオのみ想定することは難しい以上、技術的
観点からは、2026年度に向けて何らかの形（強度）で制度的措置導入検討を進めることが重要

• 一般送配電事業者側のシステム対応（週間商品の前日取引化等）の前提を踏まえても、社会
コスト低減の観点から、より競争環境となる確度が高まる制度的措置導入検討の方向性は整合的

➢ 論点３：システム改修等費用の回収可否

✓ 以下の例に該当するような、システム改修等費用の回収が困難な電源群については事業者に非合理的な
金銭的損失を与える可能性があることから、制度的措置対象外とする方向性が適切と考えられるがどうか。
例）・システム改修等費用を算入後のΔkW価格が、ΔkW上限価格に抵触する場合

・システム改修等費用を算入後のΔkW価格が高く、恒常的に不落となる蓋然性が高い場合

✓ 制度的措置の対象外とする具体的な判断基準や判断方法等については、国とも連携の上、引き続き検討
することとしたい。


